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（令和５年７月１日現在）

百万円 0.0

環境対策等支援事業 20 百万円 県が有害廃棄物等への対応を図るために積み立てる「茨城県有害廃棄物等撤去基金」への寄付

新産業廃棄物最終処分場
整備事業

92 百万円 新産業廃棄物最終処分場の整備

廃棄物処理事業 1,749 百万円 産業廃棄物及び一般廃棄物の処理

百万円 うち県出捐金

百万円 0.0 ％

百万円 0.0 ％

百万円 0.0 ％
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基本財産
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出　捐　者　名 出 捐 額 出捐比率

茨城県 768 百万円 100.0 ％

％
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【公益法人等会計用】
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主
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事
業

廃棄物の適正処理を促進するために、廃棄物の最終処分場の安定的確保を図るとともに、廃棄物による環境汚染の防止対策等の支援を行い、もって本県の産業活
動の健全な発展と県土の環境保全に寄与すること。

・産業廃棄物及び一般廃棄物の処理
・産業廃棄物による環境汚染防止対策等支援
・新産業廃棄物最終処分場整備事業

事業名 令和５年度事業費 事　業　内　容

768 百万円 出捐比率768

主
な
出
捐
者

出捐順位

設立年月日

所在地

団体名

平成５年２月17日

笠間市福田165番１

出資団体の業務・運営等の現状と課題

所管部課

代表者 理事長　横山　伸一

県民生活環境部資源循環推進課

一般財団法人茨城県環境保全事業団
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貸付金（実行額）
実行額 0 0 0 0

残　高

0 0

1,9004,474 4,454 4,000 0
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平成26年県出資団体等調査特別委員会の提言に対する取組状況

取組状況提言の内容

○エコフロンティアかさまの操業期間については、さらなる処分量確保策に
取り組み、30年よりも極力短期間となるよう努力すべき。

○経営計画や長期借入金の償還計画の見直し、プロパー職員の採用などにつ
いても、30年を想定するのではなく、処分実績を踏まえながら、より短期間
での事業完了を目標として判断すべき。

〇埋立てについては、令和５年３月31日時点で84.6パーセント埋立完了し
ており、残り15.4パーセントについては計画的に埋立管理していく。
　
〇平成23年にレベニュー信託により借り入れた民間資金100億円について
は、当初、24年間の償還期間であったが、収益確保と経費節減に取り組ん
だ結果、借入れから５年後の平成27年度末に完済した。

〇平成22年に茨城県から借り入れた長期借入金45.5億円については、当
初、24年間の償還期間であったが、繰上償還に努め、令和２年３月末に完
済した。

〇平成26年に策定した「長期経営計画」（平成31年３月一部改訂）に基づ
き、計画的な取組を進めている。

〇現産業廃棄物最終処分場の運営及び新産業廃棄物最終処分場の整備を踏
まえ、計画的にプロパー職員を採用していく。

令和３年度決算に係る経営評価結果

総合的所見 対応

○令和３年度の当期経常増減額は、1,137百万円(前期比83.6パーセント増）
となり、毎年度黒字を計上し財政基盤は安定しているものの、管理費等の比
率が高まっていることから、これらの経費の抑制に努められたい。併せて、
現在の産業廃棄物最終処分場の埋立てが進んでいることから、埋立終了時期
を見据えた計画的な管理運営に努められたい。

○また、新産業廃棄物最終処分場の整備については、令和４年４月に県が策
定した「新産業廃棄物最終処分場基本計画」に基づき、地元の理解を得なが
ら、県と一体となって事業の推進に取り組まれたい。

○今後も、法人の設立目的に沿って環境保全に寄与し、環境対策支援、廃棄
物処理及び新産業廃棄物最終処分場整備に関する事業を推進するとともに、
環境保全活動に積極的に取り組まれたい。

○「エコフロンティアかさま」の最終処分場について、埋設終了時期を見
据えた適切な管理運営が図られるよう指導していくとともに、新産業廃棄
物最終処分場の整備に当たっては、施設の安全性を最優先とし、地域との
調和を図りながら、県と事業団が一体となって推進していく。

○産業廃棄物最終処分場は、循環型社会の形成に欠かすことのできない基
盤施設であることから、今後も引き続き、適切な管理運営や安定的な経営
が図られるよう指導していく。
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課題及び今後の対応

〇埋立てが進んでいる現産業廃棄物最終処分場の管理運営に加え、新産業廃
棄物最終処分場の整備運営主体となったことを踏まえた、廃棄物処理事業に
係る計画的な事業運営が求められている。

〇設立目的に沿って環境保全に寄与し、環境汚染の防止対策などの環境保全
活動に積極的に取り組む必要がある。

〇現産業廃棄物最終処分場の埋立て可能な残存容量を踏まえ、新産業廃棄
物最終処分場の開業目標時期まで継続的な廃棄物の受入れを確保するとと
もに、新産業廃棄物最終処分場の整備運営主体として、計画的に事業を進
めていく。

〇今後も、公共関与の廃棄物処理施設として、県・市町村の施策や事業へ
積極的に協力していく。

今後の対応課　　題
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